
委 員 長 報 告 

 

 本委員会は、去る２月２８日の本会議において付託を受けた議案２件について、３

月５日及び１１日に委員会を開催し、当局の説明を聴取し慎重に審査をいたしました。 

 その結果、委員会審査報告書に記載のとおり、１定議案第２号 土地の取得につい

て及び同議案第３号 平成２４年度田辺市一般会計補正予算（第９号）の所管部分の

以上２件について、いずれも全会一致により原案のとおり可決いたしました。 

審査の過程における委員からの質疑等の主なものは、次のとおりであります。 

議案第３号 平成２４年度田辺市一般会計補正予算（第９号）の所管部分のうち、

消防団費にかかわって、消防団員の退団に伴う新年度の団員補充の動向について詳細

説明を求めたのに対し、「今年度末の退団予定者は５３名であり、新年度入団予定者は

４１名であるが、あと数名の入団が見込まれるため、最終的には本年度と同等程度の

人員を確保できると考えている」との答弁がありました。 

以上、委員長報告といたします。 

 

  平成２５年３月１１日 

                      総務企画委員会 

                        委員長  吉 田 克 己 

 

 



委 員 長 報 告 

 

本委員会は、去る２月２８日の本会議において付託を受けた議案３件について、３

月４日及び１１日に委員会を開催し、当局の説明を聴取し慎重に審査をいたしました。 

 その結果、委員会審査報告書に記載のとおり、１定議案第１号 工事請負契約の締

結について、同議案第３号 平成２４年度田辺市一般会計補正予算（第９号）の所管

部分及び同議案第８号 平成２４年度田辺市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）

の以上３件について、いずれも全会一致により、原案のとおり可決いたしました。 

 審査の過程における委員からの質疑の主なものは、次のとおりであります。 

議案第３号 平成２４年度田辺市一般会計補正予算（第９号）の所管部分のうち、農

業振興費にかかわって、野菜・花き等生産支援事業費補助金の活用状況について詳細

説明を求めたのに対し、「農業経営の安定化を図るため、果樹農家の複合経営を推進し

ているが、野菜や花き栽培着手への難しさなどから、年間３件から５件程度の活用に

留まっている。事業が定着するには一定期間が必要と考えており、今後ともＪＡ紀南

と連携を図りながら啓発していきたい」との答弁がありました。 

以上委員長報告といたします。 

 

  平成２５年３月１１日 

 

                     産業建設委員会 

                       委員長  陸 平 輝 昭 

 

 

 

 

 

 

 



委 員 長 報 告 

 

 本委員会は、去る２月２８日の本会議において付託を受けた議案６件について、３

月４日及び１１日に委員会を開催し、当局の説明を聴取し慎重に審査をいたしました。 

 その結果、委員会審査報告書に記載のとおり、１定議案第３号 平成２４年度田辺

市一般会計補正予算（第９号）の所管部分、同議案第４号 平成２４年度田辺市国民

健康保険事業特別会計補正予算（第２号）、同議案第５号 平成２４年度田辺市後期高

齢者医療特別会計補正予算（第１号）、同議案第６号 平成２４年度田辺市介護保険特

別会計補正予算（第２号）、同議案第７号 平成２４年度田辺市交通災害共済事業特別

会計補正予算（第１号）及び同議案第９号 平成２４年度田辺市農業集落排水事業特

別会計補正予算（第２号）の以上６件について、いずれも全会一致により、原案のと

おり可決いたしました。 

審査の過程における委員からの質疑等の主なものは、次のとおりであります。 

議案第３号 平成２４年度田辺市一般会計補正予算（第９号）の所管部分のうち、

教育振興費の奨学貸付金にかかわって、奨学生が減少している中で今後の奨学貸付金

制度のあり方についてただしたのに対し、「平成２２年度から高等学校の授業料が無償

化されたことや、奨学金制度は日本学生支援機構や県などにおいても実施されており、

最近では大学の奨学金制度も充実化され、奨学金制度を利用する学生は減少傾向にあ

るが、平成２３年度に導入した入学準備金制度は、入学前の資金支援として一定の申

請があることから、現状の制度内容により実施してまいりたい」との答弁がありまし

た。これに対し委員から、利用者の多い入学準備金枠をふやすなど、ニーズに見合う

よう臨機応変に対応されたいと要望がありました。 

次に、議案第６号 平成２４年度田辺市介護保険特別会計補正予算（第２号）につ

いて、施設介護サービス給付費にかかわって、老人保健施設１００床と特別養護老人

ホーム５０床の開所による入所待機者の状況についてただしたのに対し、「施設での生

活が必要と考えられる要介護４及び５の待機者は、平成２４年１０月１日現在で７６

名であるが、この中にはサービス付き高齢者向け住宅入居者等も含まれていると考え

られる。地域包括支援センターへの相談状況等からも、待機の解消は一定進んでいる

ものと考えている」との答弁がありました。 

以上、委員長報告といたします。 

 

  平成２５年３月１１日 

                     文教厚生委員会 

                       委員長  佐 井 昭 子 


